[タイトル]

時効の効果の発生時点
[判決裁判所]

最高裁
[判決日]

昭和六一年三月一七日
[事件番号]

昭和五九年(オ)第二一一号
[事件名]

所有権移転請求権保全仮登記抹消登記手続等本訴、所有権移転請求権保全仮登記本登記手続請求反訴事件
[出典]
民集四〇巻二号四二〇頁、金融法務事情一一三五号三七頁
[事実の概要]
Aは昭和三一年一二月一五日、本件土地（一三筆)を含む合計四三筆の土地(以下、右土地という)をBに売り渡し、代金全額の支払を受けたが、右土地の多くが農地であるため、直ちに所有権移転登記をすることができず、所有権移転請求権保全仮登記がなされた。しかし、本登記をするために必要な右売買に対する農地法三条の知事の許可が得られないまま、Aは昭和三七年三月四日死亡、Bは昭和四三年一一月四日、右売買契約上の買主たる地位をC(被告=反訴原告・被控訴人〔二審係属中に死亡し、相続人であるY1ら四名が訴訟を承継〕・上告人)に譲渡し、右の仮登記に所有権移転請求権移転の附記登記がなされた。Aの相続人であるX1ら四名(原告=反訴被告・控訴人・被上告人)は、昭和五一年二月九日、Cに対して右附記登記の抹消登記手続および右土地の明渡しを求めて本訴を提起(Bに対しても右仮登記の抹消登記手続を訴求し、一審で敗訴、二審で勝訴。Bは上告せず)。BのX1らに対する農地法三条の許可申請協力請求権は、AB間の売買契約から一〇年を経過した昭和四一年一二月一五日の経過により消滅したので、農地の所有権が買主に移転するための法定条件(許可)の不成就が確定し、右土地の所有権は確定的にX1らに帰属することになったと主張した。これに対して、Cは、右土地の現況は非農地であるので、農地法三条の許可を要せずに所有権移転の効力が生じているなどと主張して、右の附記登記に基づく本登記手続を求める反訴を提起した。一審は、本訴請求を棄却し、反訴請求を認容。X1らは、一審判決中、本件土地に関する部分の取り消しを求めて控訴。本件土地は農地であるとして、本件土地の所有権の帰属に関し一審におけると同様の主張をした。二審は、本件土地は昭和四三年一〇月頃までBが耕作していた（農地であった)と認定し、控訴を認容。そこで、Y1らは、本件土地が原野となり非農地化したのがBのX1らに対する許可申請協力請求権の時効による消滅後であったとしても、ABおよびBC間の売買契約は依然として効力を失わずに存続し、他方、非農地化により、農地法三条の許可は不要となるので、本件土地の所有権はC（Y1ら)に帰属したとして上告。
[判旨]
「民法一六七条一項は『債権ハ十年間之ヲ行ハサルニ因リテ消滅ス』と規定しているが、他方、同法一四五条及び一四六条は、時効による権利消滅の効果は当事者の意思をも顧慮して生じさせることとしていることが明らかであるから、時効による債権消滅の効果は、時効期間の経過とともに確定的に生ずるものではなく、時効が援用されたときにはじめて確定的に生ずるものと解するのが相当であり、農地の買主が売主に対して有する県知事に対する許可申請協力請求権の時効による消滅の効果も、一〇年の時効期間の経過とともに確定的に生ずるものではなく、売主が右請求権についての時効を援用したときにはじめて確定的に生ずるものというべきであるから、右時効の援用がされるまでの間に当該農地が非農地化したときには、その時点において、右農地の売買契約は当然に効力を生じ、買主にその所有権が移転するものと解すべきであり、その後に売主が右県知事に対する許可申請協力請求権の消滅時効を援用してもその効力を生ずるに由ないものというべきである。」とし、X1らが許可申請協力請求権の消滅時効を援用する前(本訴の提起前)に本件土地が非農地化していたかどうか審理を尽くさせる必要があるとして破棄差戻し。

